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貸 借 対 照 表
（2022年3月31日現在）

三菱電機ITソリューションズ株式会社
（単位：千円）

資産の部 負債の部

  流動資産 8,080,545   流動負債 4,499,625

現金及び預金 572,232 買掛金 1,491,526

受取手形 27,810 未払金 568,218

電子記録債権 799,325 未払費用 524,785

売掛金 4,633,173 リース債務 94,964

契約資産 255,874 契約負債 717,351

リース投資資産 90,711 未払法人税等 62,601

未収入金 23,722 賞与引当金 989,292

商品 227,841 預り金 50,884

仕掛品 485,672   固定負債 2,540,700

立替金 13,226 長期預り金 10,000

前払費用 348,307 リース債務 215,890

短期貸付金 600,000 退職給付引当金 2,254,734

その他 3,311 役員退職慰労引当金 28,500

貸倒引当金 △ 665 事業撤退損失引当金 31,576

  固定資産 3,639,719 負債合計 7,040,325

    有形固定資産 407,858 純資産の部

建物及び付属設備 57,932 　株主資本 4,679,939

構築物 618 　　資本金 1,000,000

工具器具備品 260,257 　　資本剰余金 10,000

土地 44,520 資本準備金 10,000

リース資産 244 　　利益剰余金 3,669,939

建設仮勘定 44,284 利益準備金 125,427

    無形固定資産 1,329,466 その他利益剰余金 3,544,511

ソフトウェア 995,907 別途積立金 315,000

ソフトウェア仮勘定 333,558 繰越利益剰余金 3,229,511

電話加入権 0

    投資その他の資産 1,902,395

投資有価証券 5,200

関係会社株式 0

出資金 20

前払年金費用 261,035

繰延税金資産 1,108,908

敷金及び保証金 320,927

リース投資資産 206,303

その他投資 2,593

長期貸倒引当金 △ 2,593   純資産合計 4,679,939

　資産合計 11,720,265 負債及び純資産合計 11,720,265  
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損 益 計 算 書
（自  2021年4月  1日）
（至  2022年3月31日）

三菱電機ITソリューションズ株式会社
（単位：千円）

売上高 18,177,874

売上原価 12,277,614

　　　売上総利益 5,900,260

販売費及び一般管理費 5,351,507

　　　営業利益 548,752

営業外収益

受取利息 878

受取配当金 5,754

雑収入 5,523 12,155

営業外費用

支払利息 95

事業撤退損失 55,860

雑損失 9,585 65,540

　　　経常利益 495,367

税引前当期純利益 495,367

法人税、住民税及び事業税 183,427

法人税等調整額 △ 325 183,101

当期純利益 312,265

科目 金額
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三菱電機ITソリューションズ株式会社
（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金 利益剰余金合計 株主資本合計 純資産合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 1,000,000 10,000 111,867 315,000 3,066,406 3,493,273 4,503,273 4,503,273

事業年度中の変動額

剰余金の配当 13,560 △ 149,160 △ 135,600 △ 135,600 △ 135,600

当期純利益 312,265 312,265 312,265 312,265

事業年度中の変動額合計 - - 13,560 - 163,105 176,665 176,665 176,665

当期末残高 1,000,000 10,000 125,427 315,000 3,229,511 3,669,939 4,679,939 4,679,939

その他利益剰余金

株主資本等変動計算書
（自2021年4月1日　至2022年3月31日）
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個別注記表 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  （１）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

ⅰ）子会社株式 

移動平均法による原価法 

ⅱ）その他有価証券 

市場価格のないもの・・・移動平均法による原価法 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

ⅰ）商品・・・・個別法による原価法 

ⅱ）仕掛品・・・個別生産によるものは個別法による原価法 

（注）貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし 2016 年４月１日以降に取得した建物付属設備については定額法）を採用しており

ます。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

ⅰ）ソフトウェア 

ａ）市場販売目的ソフトウェア 

主に見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額を比

較し、いずれか大きい額を計上しております。 

ｂ）自社利用目的ソフトウェア 

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

③ リース資産 

       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

         リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

（３）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えるため、当期の負担額を計上しております。 

③ 工事損失引当金 

当事業年度において見込まれる未引渡工事の損失に備えるため、当該見込額を引当計上してお

ります。 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 
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ⅰ）退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。 

     ⅱ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）による

定額法により按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており

ます。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

⑥ 事業撤退損失引当金 

 事業撤退に伴い発生する費用及び損失に備えるため、その発生見込額を計上しております。 

（４）収益及び費用の計上基準 

 物品販売については、顧客との販売契約に基づいて商品を引き渡す履行義務を負っております。

当該履行義務は、商品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得して充足

されると判断し、引渡時点で収益の認識しております。 

 サービスに係る取引については、顧客との運用・保守・支援等の契約に基づいて継続的にサー

ビスを提供する義務を負っております。当該契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足するこ

とから、その期間に応じて収益を認識しております。 

 受託開発・工事に係る取引については、顧客との請負契約に基づいて要求仕様に基づく開発・

工事を履行する義務を負っております。当該契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足するこ

とから、その期間に応じて収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見

積ることができる場合には、当該進捗度に基づき収益を認識し、合理的に見積ることができない

ものの、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価

回収基準を用いて収益を認識しております。取引の対価は、履行義務を充足したのち、概ね１年

以内に受領しております。 

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

①三菱電機株式会社を連結納税親会社とする連結納税制度を採用しております。 

    ② 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

      当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。ただ

し、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設されたグループ通算

制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目に

ついては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」

（実務対応報告第 39 号 2020 年３月 31 日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2018 年２月 16 日）第 44 項の定めを適用せず、

繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 

      なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税

並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計

処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 2021 年８月 12日）を適用する予定です。 
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２．会計方針の変更に関する注記 

（１）収益認識に関する会計基準等の適用 

      当事業年度の期首より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月 31日。

以下「収益認識会計基準」という。）等を適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転し

た時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとして

おります。当該会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っておりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。収益認識

会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、流動資産に表示していた「売掛

金」は、当事業年度より「売掛金」及び「契約資産」に含めて表示し、流動負債に表示していた

「前受金」は当事業年度より「契約負債」に含めて表示しております。なお、当事業年度の計算書

類に与える影響は軽微であります。 

  （２）時価の算定に関する会計基準等の適用 

      「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に

関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日）第 44-2 項に定める経過的な取扱いに

従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしてお

ります。 

３．貸借対照表に関する注記 

  （１）有形固定資産の減価償却累計額           829,291 千円 

（２）保証債務 

     住宅ローン保証債務               39,568 千円 

  （３）金銭債権・債務のうち関係会社に対するものは次のとおりであります。 

     短期金銭債権                 732,980 千円 

     短期金銭債務                 201,911 千円 

 

４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高は次のとおりであります。 

  営業取引 

売上高              393,868 千円 

仕入高               201,104 千円 

その他の営業取引高              306,180 千円 

      営業取引以外の取引 

受取利息                      878 千円 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数 

    普通株式                    800,000 株 

（２）配当に関する事項 

① 配当金支払額 

  ⅰ）2021 年６月 28日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 
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  ・普通株式の配当に関する事項 

    ａ）配当金の総額                 67,800 千円 

    ｂ）1株当たりの配当額                84 円 75 銭 

    ｃ）基準日                  2021 年３月 31日 

    ｄ）効力発生日                2021 年６月 30日 

  ⅱ）2021 年 10月 29 日の取締役会において、次のとおり決議しております。 

  ・普通株式の配当に関する事項 

    ａ）配当金の総額                  67,800 千円 

    ｂ）1株当たりの配当額                84 円 75 銭 

    ｃ）基準日                  2021 年９月 30日 

    ｄ）効力発生日                2021 年 11 月 30 日 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力が翌事業年度となるもの 

2022 年６月 27日の定時株主総会において、次のとおり決議する予定であります。 

  ・普通株式の配当に関する事項 

    ａ）配当金の総額                   46,800 千円 

    ｂ）配当の原資                  利益剰余金 

    ｃ）1株当たりの配当額                58 円 50 銭 

    ｄ）基準日                  2022 年３月 31日 

    ｅ）効力発生日                2022 年６月 30日 

 

６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の主な原因別の内訳 

繰延税金資産の主な内訳は、賞与引当金・退職給付引当金・減価償却超過額などがあります。 

 

７．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

   当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。 

   受取手形及び電子記録債権並びに売掛金に係る顧客の信用リスクは、一般取引先管理規程に沿っ

てリスク低減を図っております。 

    短期貸付金は三菱電機国内グループファイナンス制度への拠出に係るものであります。 

   営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

   2022年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、現金及び預金や受取手形、

電子記録債権、売掛金、短期貸付金、買掛金及び未払金等の短期間で決済されるもの、重要性が乏し

いものについては時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。 

   なお、貸借対照表に計上している投資有価証券、（5,200 千円）、及び関係会社株式（0 千円）は、

非上場株式であり、市場価格がないことから、時価を注記しておりません。 
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８．関連当事者との取引に関する注記 

(単位：千円)

役員の兼
任等

事業上の関係

製品の購入 201,104 買掛金 32,386

役務提供 112,445 未払金 34,777

資金の貸付 6,300,000 短期貸付金 600,000

利息の受取 878

取引条件および取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。

親会社の
子会社

三菱電機インフォメー
ションシステムズ株式

会社
-

兼任
1名

役務提供契約
の締結

業務委託料の
支払い

役務提供料の
支払い

ハードウェアの
購入・保守委

託・サービスの
外注

1,109,064 買掛金

子会社
エムビーテクノ株式会

社
所有

99.9％
-

業務委託契約
の締結

親会社の
子会社

三菱電機インフォメー
ションネットワーク株式

会社
-

兼任
2名

製品の仕入先・
保守委託・製品

外注先

ソフトウェア製品
の販売

389,039

種類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容 取引金額

親会社 三菱電機株式会社
被所有
100％

-
製品の仕入・販

売先

213,377

1,966,714 未払金 139,550

科目 期末残高

193,735 未払金 23,056

売掛金 123,132

 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

 １株当たり純資産額                     5,849 円 92 銭 

１株当たり当期純利益                                        390 円 33 銭 

 

１０．収益認識に関する注記 

  （収益を理解するための基礎となる情報） 

   「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

    記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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